
【様式第1号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 67,116,687,106   固定負債 33,930,846,706

    有形固定資産 52,075,921,547     地方債等 24,407,687,730

      事業用資産 28,568,077,048     長期未払金 -

        土地 8,327,844,806     退職手当引当金 4,367,987,340

        立木竹 -     損失補償等引当金 341,886,009

        建物 38,817,931,249     その他 4,813,285,627

        建物減価償却累計額 -19,982,280,460   流動負債 2,651,397,496

        工作物 2,015,118,456     １年内償還予定地方債等 2,021,413,453

        工作物減価償却累計額 -1,224,849,574     未払金 25,691,263

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 259,739,178

        航空機 -     預り金 344,253,602

        航空機減価償却累計額 -     その他 300,000

        その他 3 負債合計 36,582,244,202

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 614,312,568   固定資産等形成分 69,132,330,935

      インフラ資産 22,859,775,118   余剰分（不足分） -34,528,322,512

        土地 7,374,156,660   他団体出資等分 -

        建物 2,082,139,983

        建物減価償却累計額 -537,481,168

        工作物 27,630,283,592

        工作物減価償却累計額 -14,097,499,407

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 408,175,458

      物品 1,651,300,884

      物品減価償却累計額 -1,003,231,503

    無形固定資産 8

      ソフトウェア 8

      その他 -

    投資その他の資産 15,040,765,551

      投資及び出資金 10,485,882,260

        有価証券 500,000

        出資金 10,485,382,260

        その他 -

      長期延滞債権 412,534,112

      長期貸付金 139,889,500

      基金 4,057,012,255

        減債基金 274,251,508

        その他 3,782,760,747

      その他 -

      徴収不能引当金 -54,552,576

  流動資産 4,069,565,519

    現金預金 1,875,524,309

    未収金 204,522,147

    短期貸付金 61,072,000

    基金 1,954,571,829

      財政調整基金 1,954,571,829

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 668

    徴収不能引当金 -26,125,434

  繰延資産 - 純資産合計 34,604,008,423

資産合計 71,186,252,625 負債及び純資産合計 71,186,252,625

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 31,574,126,477

    業務費用 10,571,750,463

      人件費 4,053,057,753

        職員給与費 3,117,609,473

        賞与等引当金繰入額 258,535,590

        退職手当引当金繰入額 10,662,615

        その他 666,250,075

      物件費等 6,019,830,453

        物件費 4,204,300,167

        維持補修費 198,631,057

        減価償却費 1,616,899,229

        その他 -

      その他の業務費用 498,862,257

        支払利息 152,938,920

        徴収不能引当金繰入額 76,909,728

        その他 269,013,609

    移転費用 21,002,376,014

      補助金等 17,167,926,109

      社会保障給付 3,784,617,405

      その他 49,832,500

  経常収益 1,438,125,916

    使用料及び手数料 625,420,802

    その他 812,705,114

純経常行政コスト 30,136,000,561

  臨時損失 32,261,413

    災害復旧事業費 30,648,310

    資産除売却損 1,613,103

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 47,635,806

    資産売却益 597,600

    その他 47,038,206

純行政コスト 30,120,626,168



【様式第3号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 33,560,964,520 67,500,097,738 -33,939,133,218 -

  純行政コスト（△） -30,120,626,168 -30,120,626,168 -

  財源 31,155,614,714 31,155,614,714 -

    税収等 18,613,187,553 18,613,187,553 -

    国県等補助金 12,542,427,161 12,542,427,161 -

  本年度差額 1,034,988,546 1,034,988,546 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,632,233,197 -1,632,233,197

    有形固定資産等の増加 4,295,798,099 -4,295,798,099

    有形固定資産等の減少 -1,619,642,584 1,619,642,584

    貸付金・基金等の増加 1,788,526,300 -1,788,526,300

    貸付金・基金等の減少 -2,832,448,618 2,832,448,618

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 8,055,357 - 8,055,357

  本年度純資産変動額 1,043,043,903 1,632,233,197 -589,189,294 -

本年度末純資産残高 34,604,008,423 69,132,330,935 -34,528,322,512 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 31,706,655,184

    業務費用支出 8,938,248,898

      人件費支出 4,041,325,290

      物件費等支出 4,498,285,481

      支払利息支出 152,938,920

      その他の支出 245,699,207

    移転費用支出 22,768,406,286

      補助金等支出 17,167,926,109

      社会保障給付支出 3,784,617,405

      その他の支出 49,832,500

  業務収入 32,452,234,702

    税収等収入 20,157,018,595

    国県等補助金収入 11,096,648,161

    使用料及び手数料収入 625,457,552

    その他の収入 573,110,394

  臨時支出 30,648,310

    災害復旧事業費支出 30,648,310

    その他の支出 -

  臨時収入 69,781

業務活動収支 715,000,989

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,458,379,056

    公共施設等整備費支出 4,289,437,847

    基金積立金支出 1,098,941,209

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 70,000,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,773,856,390

    国県等補助金収入 1,569,342,038

    基金取崩収入 2,094,984,752

    貸付金元金回収収入 108,932,000

    資産売却収入 597,600

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,684,522,666

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,085,010,992

    地方債等償還支出 2,064,648,599

    その他の支出 20,362,393

  財務活動収入 3,253,200,000

    地方債等発行収入 3,253,200,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 314,968,964

本年度歳計外現金増減額 29,284,638

本年度末歳計外現金残高 344,253,602

本年度末現金預金残高 1,875,524,309

財務活動収支 1,168,189,008

本年度資金収支額 198,667,331

前年度末資金残高 1,332,603,376

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,531,270,707
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全体会計財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

  ア 有形固定資産 

    原則として、取得原価により評価しています。ただし、開始時の評価

基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   (ｱ) 昭和５９年以前に取得したもの ・・・・・ 再調達原価 

   (ｲ) 昭和６０年以降に取得したもの 

     取得原価が判明しているもの ・・・・・・ 取得原価 

     取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・ 再調達原価 

  イ 無形固定資産 

    原則として、取得原価により評価しています。ただし、開始時の評価

基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの ・・・・・ 取得原価 

    取得原価が不明なもの ・・・・・・・・ 再調達原価 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ア 有価証券 

   (ｱ) 市場価値のあるもの ・・・・・ 会計年度末における市場価格 

   (ｲ) 市場価値のないもの ・・・・・ 取得原価 

  イ 出資金 

   (ｱ) 市場価値のあるもの ・・・・・ 会計年度末における市場価格 

   (ｲ) 市場価値のないもの ・・・・・ 出資金額 

 (3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

   定額法を採用しています。 

 (4) 引当金の計上基準及び算定方法 

ア 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものに

ついて、実質価額が低下した場合に、実質価額と取得価額との差額を計

上しています。 

  イ 徴収不能引当金 

    過去５年間の平均不納欠損率により算出した徴収不能見込額を計上し

ています。 
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  ウ 退職手当引当金 

    期末に、自己都合により退職した場合に必要となる額を計上していま

す。 

  エ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律」に規定する将来負担比率の算定に含め

た将来負担額を計上しています。 

  オ 賞与引当金 

    翌年度６月支給予定の期末勤勉手当及び法定福利費相当額の当年度の

負担額を計上しています。 

 (5) リース取引の処理方法 

   以下の企業会計に準じた基準のほか、重要性の原則に照らし合わせて資

産と費用の分類を行っています。 

  ア ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び

リース契約１件当たりのリース料総額が３００万円以下のファイナン

ス・リース取引を除く。） 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ ア以外のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ウ オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 (6) 資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金とし

ています。 

 

２ 重要な会計基準の変更等 

  該当ありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当ありません。 

 

４ 偶発債務 

  該当ありません。 
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５ 追加情報 

 (1) 対象範囲（対象とする会計名） 

  ア 一般会計 

  イ 国民健康保険特別会計（全部連結） 

  ウ 後期高齢者医療特別会計（全部連結） 

  エ 介護保険特別会計（全部連結） 

  オ 下水道事業会計（全部連結） 

(2) 出納整理期間 

   地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間が設けられていま

す。当会計年度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後

の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 (3) 表示単位について 

   各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計

等の金額が一致しない場合があります。 

 



自治体名：館山市 年度：令和6年度
会計：全体会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)
事業用資産  46,143,371  8,665,411  5,033,575  49,775,207  21,207,130  852,356  28,568,077
　土地  8,314,630  13,215 -  8,327,845 - -  8,327,845
　立木竹 - - - - - - -
　建物  33,623,137  5,205,511  10,717  38,817,931  19,982,280  774,926  18,835,651
　工作物  1,676,500  350,357  11,739  2,015,118  1,224,850  77,430  790,269
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他  0 - -  0 - -  0
　建設仮勘定  2,529,104  3,096,328  5,011,119  614,313 - -  614,313
インフラ資産  37,024,091  788,717  318,052  37,494,756  14,634,981  671,939  22,859,775
　土地  7,370,607  3,550 -  7,374,157 - -  7,374,157
　建物  2,074,550  7,590 -  2,082,140  537,481  62,781  1,544,659
　工作物  26,976,121  654,163  0  27,630,284  14,097,499  609,157  13,532,784
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定  602,814  123,414  318,052  408,175 - -  408,175
物品  1,506,883  170,842  26,424  1,651,301  1,003,232  91,939  648,069
合計  84,674,345  9,624,970  5,378,051  88,921,264  36,845,342  1,616,234  52,075,922

有形固定資産の明細


